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マ） は世界有数のコメ輸出国であった。 ピーク時の一九三〇年代には年間三〇〇万トンの世界一の輸出を誇り、英国の植民地戦略における食糧基地としての重要な役割を果たした。戦後の一時期、食糧不足だった日本もビルマ米を輸入していたこともある（参考文献③） 。
　しかし、その「栄光」はもはや完全に過
去のものである。一九六〇年代以降社会主義期を通じてコメ輸出は減少し続け、一九八〇年代末の市場経済化以降は平均で三〇万トン前後の輸出に留まった（図１） 。これは、この間に工業化が進み、農業部門が縮小しているからではない。ミャンマーは独立以来、一貫してＧＤＰ 三〇～四〇％を農業が占め 農業国である そして、公式統計によれば稲作面積は減少すどころか年々増加し（図１） 、全耕作面積の五〇～六〇％を占める。このよう 稲作部門の重要性は全く変わっていない。しかし、輸出に目を向ければミャンマーと同時






かった。全国民に対する配給 そ撤廃したものの、公務員には配給を続けた。このために、農家から市場価格以下 固定価格でコメを買い上げる供出制度を引き き活用した。農家は市場向けに販売できるようにはなったが、それはあくま 供出義務 果
たしてからの話であった。不作であれば、農家は時として供出用のコメを市場でわざわざ買わねばな なかった。
　一方、コメ輸出が民間部門に開放される
ことはなく、輸出はあくまでも国内余剰が出た場合に政府機関のみが行った（これは各年の輸出量が一〇万トン以下の年 あれば九〇万トンの年もあるという具合に、輸出量の大きな変動に現れている） 。二〇〇三年四月には実 四〇年以上ぶりとなるコメ輸出民間開放が決定されたが、その後国内米価に上昇傾向が見られたこ を理由に一年もたたないうち 民間輸出は凍結された（参考文献②） 。ミャ マーはこうして国際市場と国内市場を分断することによって、国内市場における低米価を維持しようと きた。それでもなお、少しでも国内米価に上昇が見られれば、容赦 く米穀商人を取り締まり、 介入・統制に乗り出した。
　このような流通統制だけではコメの安定
供給は達成できないことは容易に想像がつく。生産のテコ入れもしなければならない。社会主義期の一九七〇年代末に ほぼ一〇


























年以上遅れて「緑の革命」 （高収量品種の導入）が推進された。 「緑の革命」は開始後数年こそ一定の成果をあげたが、一九八〇年代半ばにはその効果はほぼ頭打ちになったとされる。そ を受けて、市場経済化以降推進された が二期作化である（参考文献⑤、⑥） 。雨期作に加え、灌漑を利用した乾期作をまずはコメ主産地のデルタ地域を中心に推進し 。 にあたっては中央で策定した作付計画を地方に割当 、行政機関が生産現場 目標達成の圧力をかけてきた。これは社会主義政権が ってきた手段（参考文献④）と同じである。 のような政府の強い介入 ミャンマーの他の農作物には見られないものである。
　これまで政府当局の関心と圧力は、常に
コメに集中してきた。そして、上のような価格統制と増産政策は一定の成果をあげているのも確かである。図２は二〇〇〇年以降のヤンゴン（コメの一大集積地）の卸売米価（ドル建て）と国際米価（ここではタイの輸出米価を利用）を比較したものだが、ミャンマーのそれは常に国際米価の四割から五割の水準で推移している。● 「内向き」 コメ至上主義 背景
　ミャンマー政府がこうした「内向き」の
コメ至上主義を貫いて たのは、 「国民を満腹にしなければならない という強固な信念があったからに違いない。食糧安全保障は先進国・途上国に共通する課題 あり、
その意味ではミャンマーが特別なわけではない。経済基盤が脆弱な最貧国であればあるほど、これがより深刻な問題となることは周知の通りである。
　世界有数のコメ輸出国であるタイやベト





立後、何度か起きた大規模な暴動に米価上昇が深く関連してきた。米価高騰がある時はきっかけとなり、ある時はその騒乱を激化させる要因となった（参考文献①） 。一九八八年の民主化運動も例外ではない。民主化運動のスローガンの一つには米価引き下げがしばしば掲げられた。その後成立した軍事政権はこ 教訓をし かり引 継いでいた。この体制の維持には米価上昇は回避せねばならないことが身にしみているだけに、米価のコントロールを少しでも失うことを極度に恐れた。過去の騒乱が都市部住民を中心としたものだった から、政権が農村よりも都市部での米価動向を注視してきたのもこうした政権の「記憶」があるからだろう。ま 記憶に新二〇〇七年九月の騒乱も、民主化要求が当初から掲げられていたわ ではなく、米価を含めた近年の物価上昇に対する国民の不満が根底にあったことからも、あながち政権の懸念は的はずれではないことにな のだろう。● 「内向き」 のコメ至上主義の帰結
　問題はこの政権の米価安定維持の手段の
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んど関心が払われてこなかった。国内米価は国際米価の四～五割程度で推移してきたことは既に述べたが、一方で農家は輸入投入財（たとえば化学肥料やポンプ灌漑のためのディーゼル油）を利用せねばならない。しかし、これら投入財に対して特段の補助はないから、農家 ほぼ国際価格の水準購入することになる。近年の燃料高の影響でこうした投入財の国際価格は上昇し続けている。それでも自家消費米は確保しなければならないから農家は借金をしてでも稲作を続けはするが、年を追うご に現金収入源としての意味は薄れていった。政府供出が実施され た時期（二〇〇二年度まで）には、米作農家は米価統制を通じて二重に課税されているも同然だっ 。 うした収益性の悪化がもっとも顕著だっ のが輸入投入財を多用する乾期作だった。しかし、政府はこうした収益性の悪化に目を向けることはなく、 ただひたすら稲作面積 （とりわけ乾期米）の増加を至上命題とし、計画割当とその達成に専心した。一方で、実際の収穫がどれほどだったのか、農家の利益は確保されたのか いったフォローはおざなりにされていた。この め、農家の中には、乾期米栽培に赤字 見込まれる場合にはただ種を播き「栽培したふり」をしてそのまま放置しておくというようなささやかな抵抗を示す者もいたようである（このようなケースも公式統計 コメ作付面積
に含まれていることはいうまでもない） 。
　こうした低米価政策のもとでの稲作の収




だのは農家ばかりではない。コメの精米業者も同様である。比較的規模 大きな精米業者の設備 一九五〇年代以前 も が多く老朽化が進ん い 長期にわたって民間輸出が禁じられていたことで、国内市場向けの精米中心では設備刷新しても採算がとれないことから、精米所は劣化が進む設備での操業を余儀なくされてきた。加えて、政府所有の精米所のみでは供出米を全て処理できないために、相場以下の精米料で引き受けなければならないこともしばしばであった。こうした経営環境の中で、ミャンマー農村部の一大加工業である精米業 ジリ貧状態に甘んじる他なかった である。●おわりに 　　
　軍政二〇年の間、農政における内向きの
コメ至上主義は驚くほど変わらなかっ 。この間、その農政の根幹に触れない限りにおいて、市場経済化の波にの て商業的生産が拡大した作物や地域があったことも間違いない。代表的な例が今やコメ 代わる
 ―アジ研ワールド・トレンドNo.55（2008. 8）
代表的な農産物輸出品目となったマメ類であり、輸出政策の頻繁な変更に翻弄されながらも時として大きな利益をもたらし 畑作物で る。ミャンマーの農業・農民が米作に対する政策圧力で完全に疲弊しきってしまうことなく、ある意味しぶとく成長を続けてこられたのは、こうした作 の拡大があったから そ ろう。同時に、たとえばマメ類など本来マージナルな生産物が飛躍的な生産拡大を見たのは 低米価が他作物の「相対的」収益性を向上せ めたからに他ならない。その意味価政策の皮肉な結果でもあったの
　二〇〇七年以来、世界で食糧価格が高騰
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